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【論文要旨】
　今日，自己決定という言葉は様々な場面で使われ，個人の自己実現やより良い選択を可能とする
ための条件として理解される。しかし，自己決定の主体には，通常「強い個人」や「弱い個人」と
いった人間像が想定されており，そこには十分な自己決定能力がある，ということが暗黙の前提と
されている。一方，「自己決定能力がない，あるいは不十分」とみなされている，子どもや知的障
害者，精神障害者といった人々は，自己決定の主体から排除され，通常「保護」の名の下に他者決
定が正当化され，自己決定の可能性が奪われてしまうことが多い。しかし，能力を理由に，それら
の人々から一方的に自己決定の機会を奪う社会のあり方は，果たして民主的であると言えるのか疑
問が生じる。そこで，本稿では，最初に「強い個人」の自己決定や，「弱い個人」の自己決定のあ
り方について検討し，その限界と問題点を把握する。その上で，相対的に能力上不利な立場に置か
れている人々の自己決定の可能性について考察する。その際，自己決定能力の内容や，他者が自己
決定能力の有無を判断することの問題性についても分析する。その結果，能力の有無を理由に，特
定の者を自己決定の主体から排除することは，人権侵害にあたることを指摘する。
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1．はじめに
　今日，自己決定という言葉は，個人の自己実現や自らの人生にとってのより良い選択のための重
要な条件として捉えられ，しばしば「権利」として主張されている。そこでは，他者決定に対置し
て自己自身による決定が重視され，自分の人生における重要な決定に際して，他者による一方的な
押しつけを極力排除しようとする傾向がみられる。女性のより良い生き方を実現するための条件と
して主張される，他者から妊娠・出産を強制されない権利としての「中絶の権利」や，自らの生命
に関わる出来事を，医老という他者ではなく自らが決めたいとする「患者の自己決定権」は，その
代表的な例である。しかし，一方では，近年の生命科学や医療技術の目覚ましい発展により，人間
による生命の操作可能性が問題となっており，自己決定の問題は，生命倫理の分野でも活発に議論
されている。例えば，尊厳死や安楽死，臓器移植といった人間の死に関わる領域や，不妊治療，ク
ローン技術による生命の誕生といった領域においては，自己決定の問題が先鋭化した形であらわ
れ，人間の生命に対して人はどこまで介入してよいのか，という倫理的な問題と共に議論されてい
る。そして，そこでは，女性の中絶の権利が，生命の権利や胎児の権利と対立するものとして捉え
られ，人の生命とは何か，どこからが人間か，という境界画定の問題や，胎児の自己決定をどう捉
えるべきか，といった問題をも生じさせている。さらに，現在の規制緩和や福祉政策の縮小を伴う
新自由主義の主張に耳を傾ければ，そこでは，契約に基づく選択と，選択の結果に責任を持つとい
う意味での個人の自己責任が強調されており，自己責任の原則と並んで，個人の自己決定の尊重が
重要な条件として示されている。
　このように，自己決定は様々な場面や領域で語られ，その意味するところも多様である。また，
「自己決定」は権利なのか，理念なのか，単なる現実なのか，という問題もある。「人生は選択の連
続である」という観点からみれば，人は，朝起きてから寝るまで，何を食べるか，何をするか，と
いった日常生活に関わる小さな自己決定から，どのような仕事をするのか，誰と生活を共にするの
か，といった人生上の大きな決断まで，日々その場その場の自己決定を行っている。自己決定は人
が生きていく上で，なくてはならないもの，せざるを得ないものとしての「事実」として捉えるこ
ともできる。他方，法学，特に憲法学的視点からみれば，自己決定権は「基本的人権」の一つとし
て捉えられ，憲法に照らして，自己決定権がどのような根拠や構造を持つのか，またその内容や制
約原理はどのようなものなのか，といった問題が議論される1。そしてそこでは，自己決定権が，
主に「国家による干渉を受けずに個人が私的な事柄を自分で決定する権利」として理解され，実質
的に保障される権利は，もっぱら私事，すなわち避妊や中絶，結婚や離婚，自己の生命や身体，容
1法学，あるいは憲法学における自己決定権の捉え方を説明する代表的なものとして，佐藤幸治「憲法学にお
　いて『自己決定権』をいうことの意味」『法哲学年報一現代における〈個人一共同体一国家〉』（日本法哲学会
編），有斐閣，1989年，76～99頁，笹倉秀夫「自己決定権とは何か」（松本博之・西谷敏編『現代社会と自己
決定権一日独シンポジウム』信山社出版，1997年所収），3～23頁，等がある。
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姿や趣味・嗜好といった，「プライバシーの領域に関わる事柄を決定する権利」として捉えられて
いる。さらに，このような憲法上の権利としては明確に位置付けることができず，既存の法的権利
の枠には収まりきらない様々な自己決定権の主張，例えば，フェミニズムの主張にみられる，男女
間の格差是正を求める女性の自己決定権や，異性愛を正常とみなし，同性愛を異常で劣ったものと
みなす社会のあり方に異議をとなえる同性愛の権利，あるいは同性愛者の自己決定権，といったも
のも存在する。このような自己決定権の主張は，権利を主張する形を取るものの，憲法上の明確な
基礎付けを伴わないという意味で，「理念」としての自己決定権と捉えることもできる。
　以上のように，現在の自己決定をめぐる状況は複雑であり，問題とされる場面や状況，あるいは
それを論じ主張する者の立場や視点によって，肯定的にも批判的にも捉えられる。しかし，「自己
決定」という一つの言葉に対して，肯定的あるいは否定的な，時に両極端ともとれる態度が示さ
れ，様々な議論が生じる理由は何か，という点に目を転じれば，そこには，議論の前提として，自
己決定する「主体」をどう捉えているのか，という問題が存在していることが指摘できる。そして
自己決定を肯定的に捉えるか，あるいは否定的に捉えるか，という両者の立場の間には，主体につ
いての，それぞれ異なる認識が存在していると考えられる。それは，自己決定主体，あるいは人権
の享受主体についていわれる，いわゆる「強い個人」と「弱い個人」という人間像である。このた
め，「強い個人」の前提に立てば，自己決定は「他人に害を与えない限り，自分のことはすべて自
分で決めてよい」自由として主張され，自分のことは自分で決め，決めたことには自分で責任を持
つことが重要であると解される。一方，「弱い個人」の前提に立てば，自己決定といっても，実際
に自分で決められる範囲は限られており，何から何まで自己決定を強制されることの方が問題であ
る2，自己決定権は幻想であり，本来自分だけでは決めることができないことを，自分が決めたと
思い込まされ，現実の様々な問題が放置されてしまう3，といった理解がなされる。
　このように，自己決定を論じる際の前提として，自分のことは何でも決定できる「強い個人」だ
けでなく，現実の様々な困難にさらされる「弱い個人」をも想定することは，自己決定の範囲や条
件を確定し，自己決定の名の下に行われる様々な不正や権利侵害を見抜く上で，重要な視点を提供
するものである。しかし，自己決定の主体として「強い個人」と「弱い個人」を想定するだけでは
見過ごされ，時に無視されてしまう主体がある。それが，子どもや知的障害者，精神障害者，認知
症の高齢者といった，一般的には自己決定能力がない，あるいは劣ると考えられている人々の存在
である。
　一般的に「強い個人」であろうと「弱い個人」であろうと，自己決定を論じる際には，その主体
2現実の様々な場面における自己決定の限界について指摘するものとして，仲正昌樹『「不自由論」一「何でも
　自己決定」の限界』筑摩書店，2003年，参照。
3このような理解の代表的なものに，小松美彦『自己決定権は幻想である』洋泉社，2004年，がある。ただし，
　ここでは，理念としての「自己決定権」を否定的に捉える一方で，事実としての「自己決定」には一定の価
値を置いていることに注意が必要である。
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に自己決定するだけの能力がある，ということが自明の前提として想定されている。このため，通
常自己決定の範囲や条件が問題とされることはあっても，自己決定する能力そのものが問題とされ
ることはほとんどない。なぜなら，自己決定ができない，あるいは不十分とみなされた人々にとっ
ては，自己決定ではなく，保護に基づく他者決定こそが重要であると理解され，そのために本人の
ことを他者が代って決めてあげるというパターナリズムの考え方が正当化されてきたと考えられる
からである。実際，このような考え方は，国家の政策や法律の条文，あるいは医療・福祉サービ
ス，身近な人間関係，といった様々な領域で見られる。例えば，国家の精神医療政策における，精
神障害老を強制的に入院させる「措置入院」制度や，知的障害者，あるいは精神障害者の責任能力
に基づき，刑事責任を免除する「刑法39条」の規定，最近まで存在した民法における禁治産制度，
介護や生活保護といった社会福祉領域において典型的にみられる，保護と管理に基づく援助者と被
援助者の関係，家庭内の親子や夫婦関係の中で，時に顕著な形でみられる虐待やDVの問題，等
である。
　しかし，そこでは，問題となる自己決定能力が実際どのような能力を意味し，自己決定の主体と
なる個人の能力を誰がどう判断するのか，といった問題が生じる。また，そもそも自己決定の能力
に限らず，様々な能力について，そのある・なしを客観的に決められるものなのか，あるいは，ど
のような基準でそれを判断するのか，といった問題も生じる。さらには，人間の誕生から死までの
間の成長・発達過程における様々な能力の変化や発展の可能性を考えるならば，ある時点でのある
能力を固定的なものとみなし，その能力のある・なしを他者が一方的に判断することが果たして妥
当なのか，といった問題も存在する。ある者の自己決定能力を否定し，あるいは劣っているとみな
すことによって，結果的に自己決定主体から排除し，同時にその者を保護の対象としてのみ捉え
て，一方的に他者決定を行うことは，たとえそれが善意からなされたものであったとしても，果た
して正当化できるのであろうか。その者を自己決定主体から排除することで，自己決定能力がある
とされる人々によって支えられている社会からも結果的に排除されてしまう可能性はないのであろ
うか。そして，そのような自己決定主体としての主体性を否定することが，人権侵害につながる恐
れはないのだろうか。
　そこで，以上のような問題意識を踏まえて，本稿では，自己決定能力がない，あるいはその能力
が不十分とみなされ，通常完全な自己決定の主体とはみなされない，子どもや知的障害者，精神障
害者，といった人々の能力や自己決定のあり方をめぐる問題について，人権の視点から分析し，そ
の自己決定の限界と可能性について考察する。具体的には，最初に「強い個人」の自己決定のあり
方やその問題点を踏まえた上で，それを自己決定能力がないとみなされている人々に認めた場合の
限界について分析する。次に，「弱い個人」の自己決定のあり方や問題点についても同様に検討し，
その限界についても分析する。その上で，自己決定の前提となる能力の内容について検討し，能力
の有無を他者が判断することの問題性についても指摘する。同時に，通常自己決定能力がないとみ
なされている者の自己決定の可能性について言及し，そこでの自己決定のあり方や，自己決定が可
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能となる条件についても考察する。その結果，自己決定能力の欠如や不足といった理由により，特
定の者を自己決定の主体から排除することは，その者の主体性を否定することにつながり，人権侵
害にあたる，ということを指摘する。なお，本稿では，自己決定という言葉を，憲法に根拠を置く
実定法上の権利としての自己決定権としてではなく，理念としての自己決定権，あるいは日々行わ
れる事実としての自己決定を指す言葉として使用し，以下に議論を進めていくこととする。
2．「強い個人」の自己決定とその限界
　一般的に自己決定という言葉を肯定的に受け止め，自己決定による個人の自由の拡大を積極的に
主張する立場は，その前提として「強い個人」を自己決定の主体として想定している。しかし，そ
のような「強い個人」による自己決定は，結果として，現実の「弱い個人」の置かれている状況か
ら目をそらさせ，能力に欠けるとされる人々の自己決定を，自己責任が負えないとして否定する傾
向を生みやすい。そこで，以下では，「強い個人」の自己決定のあり方について触れた上で，その
自己決定の限界や，仮に能力に欠けるとされる人々にそのような自己決定を認めた場合の問題点に
ついて分析する。
2－1．「強い個人」による自己決定のあり方
　自己決定という言葉を最も単純に理解すれば，自己が自己のことを決定する，という意味であ
る。そこには，自己の対義語としての他者が想定されており，他者による自己の決定を否定すると
いう意味が含まれている。また，自己決定の概念は，自由とは何かという問題とも密接にかかわっ
ている。人間と世界との関係において自由意志や行為の自由が，また個人と社会の関係において政
治的自由や内面の自由が，あるいは自己と他者の関係において自律や干渉・侵害の排除が，自由で
あると主張されてきた4自由論の系譜においては，自己決定の概念は，自由の主体としての自己を
明確に意識し，自由の客体としての世界や社会，他者の中で，自己に関わる事柄を自由に決定す
る，ということの意義を強調する。そのため，自己決定には，外からの干渉や侵害の排除という消
極的側面のみならず，選択や自由意思，自己支配，自律，といった能動的・積極的側面も加わるこ
ととなり，しばしば自律と同様の意味として理解される5。その結果，時に自己決定は，自律的人
格を持つ個人が，道徳的善や良き生を実現する上で不可欠のものと理解され6，理性的な自己決定
の能力が重視されることとなる。一方，このような倫理観・道徳観を伴うことなく，自己決定の自
由を規定する考え方としてしばしば言及されるものが，J・S・ミルに基礎をおく「侵害原理」で
4小柳正弘『自己決定の倫理と「私　たち」の自由』ナカニシヤ出版，2009年，11頁。
5内野正幸「自己決定権と平等」（内野正幸・渋谷秀樹ほか編『自己決定権と法』岩波書店，1998年所収），6
　～8頁。
6自律を個人の福利や良き生に不可欠なものとして捉え，その意義を強調するものとして，玉木秀敏「自律の
　価値と卓越主義的リベラリズム」（田中成明編『現代法の展望一自己決定の諸相』有斐閣，2004年，所収），
　283～310頁，参照。
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ある。ある人の自由が制限されるのは，他者の自由を侵害するときだけである，とする「侵害原理」
は，しばしば，他人に危害を加えない限り，個人の自由は制限されない，といった意味に解釈され
る。そこでは，道徳主義的な含みを伴う「自律」の概念が否定的に捉えられ，「人々の恣意性の権
利（好き勝手なことをする権利）」こそが，自己決定権の重要な一環である，とも主張されるので
ある7。そして，そのような自己決定理解が極端な形をとる場合には，それが援助交際の自由，あ
るいは売春の自由として議論されることともなる。
　しかし，以上のような自己決定の理解は，「自律」に基づくものであれ，「侵害原理」に基づくも
のであれ，自由を享受する前提として，個人の責任が暗黙の了解事項となっている。特に，前者
は，自律した個人による理性的な自己決定能力が要求されるため，必然的に自己決定の結果に対す
る十分な責任能力も要求されることとなる。その結果，「強い個人」という人間像を前提としたこ
れらの自己決定のあり様は，しばしば結果に対する自己の責任を強調する結果につながりやすい。
　このような「強い個人」の自己決定は，人権概念の成立の契機にもみられるように，国家をはじ
めとする強大な権力の支配・干渉からの自由を強く希求しており，その自由を得るためには権力に
対する抵抗をも辞さないとする強い姿勢を内包しているため，それを担う個人として，必然的に
「強い個人」が想定されている。実際，近代国家，あるいは近代市民社会の担い手として想定され
ていたのは，「自立して自律した個人」8であり，自らをそのような人間とみなし，また社会の中で
そのように認められた人々が，今日の民主主義社会の基礎を作り，また国家に対する市民の自由を
勝ち取ってきたことは疑いえない。しかし，その一方で，近代人権批判の主張にも共通してみられ
るように，「『自立して自律した個人』として自己決定権を自由に行使できる者は，特権的な一部の
者に限られており，多くの者は，自己決定権など保障されていないのではないか」，あるいは「自
己決定の主体として想定されている『強い個人』はあくまでフィクションであって，現実の生身の
人間は『弱い個人』なのではないか」，といった疑義が生じることとなる9。
　そこで，次項では，このような「強い個人」を自己決定の主体として想定することによって生じ
る限界や問題点について，考えていきたい。
2－2．「強い個人」による自己決定の問題点と限界
　「強い個人」の自己決定は，近代自由論の系譜において，自律と同義語として論じられてきたが，
一方では，1960年代末以降，欧米を中心に，自らの置かれた抑圧的な状況や不正に対する異議申
し立てを伴った様々な社会運動の中で，権利として主張されてきた。その代表的な例が，女性の
「中絶の権利」である。これは，当初，「産む・産まないは女性が決める」という言葉に示されたよ
7同上，8頁。
8樋口陽一『人権』三省堂，1996年，50頁。
9人権概念に対して向けられたこのような批判の詳細については，拙稿「人権とは何か？一人権批判および人
権侵害の検討を通して一」『政治学研究論集』第29号，明治大学大学院，2009年2月，177～199頁，参照。
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うに，伝統的な家父長制に基づく様kな女性差別や，法に定められた中絶禁止規定の存在によっ
て，女性が妊娠を強制され，避妊の自由さえない状況に対して，あくまで女性が主体となってその
決定を下すことを強調するために主張されたものである10。しかし，女性の生き方の自由な選択を
可能とする中絶の自己決定権は，一方で，胎児の生命を侵害することにもつながり，女性の自己決
定権VS胎児の生命権といった，人権上の対立として先鋭化してきた。また，近年の不妊治療や遺
伝子技術の進歩により，女性には単に産む・産まないの選択だけでなく，子供を産むための不妊技
術をどこまで受けるべきか，あるいは胎児の遺伝上の疾患を調べるための出生前診断を受けるべき
か否か，さらには，異常があるとわかった場合の胎児の生命をどう扱うべきか，といった選択さえ
迫られるようになり，その自己決定権行使のあり方が問われている。
　同時に，女性の自己決定権と並んで，その権利行使の是非を問う領域として，近年活発な議論が
展開されているのが，生命倫理の分野である。当初は，医師に対する患者の権利として主張されて
きた医療分野における「患者の自己決定権」は，その後の医療技術の進歩や生命科学の発展により，
様々な選択肢を提供すると同時に，倫理上の困難を抱えるようになっている。その代表的な例が，
人工呼吸器の取り外しに象徴されるような延命治療の拒否にかかわる「尊厳死」の問題や，生命維
持による耐え難い苦痛を拒否する「安楽死」の問題である。また，人間の死に関する哲学的・文化
的問題や，脳死判定基準，臓器提供者の自己決定等が問題となる臓器移植の問題は，自己決定権を
理由に本人の意思をどこまで尊重するべきか，あるいは人間がその生命に介入することをどこまで
許すべきか，といった問題をも提起する。さらに，最近のクローソ技術やES細胞の利用可能性を
めぐっては，そもそも人間の生命とは何か，人類の種の保存という観点から見て，それらの技術を
利用することはどこまで認められるべきか，といった非常に困難な問題が突きつけられており，単
なる「自己決定権」VS「生命権」といった構図では捉えきれない複雑な状況を呈している。そこ
では，人類全体としての「人間」や「ヒトとしての生命」をどう定義するのかが問われており，人
間が持つ自己決定権に対して，「生命の尊厳」のみならず，「人間の尊厳」という概念を対置するこ
とによって，一定の歯止めをかけ，それを限界づけようとする努力もなされている11。
　一方，自己決定概念の持つもう一つの側面，すなわち自由論の系譜に連なる自律概念としての自
己決定についても，それが問われる状況においては様々な問題が生じる。特に，理性的・合理的な
自己決定能力を前提とした自己決定のあり方は，必然的に自己決定による結果責任の引き受けを義
務として伴っている。このため，自己決定を行う個人が，その能力に基づいて，社会的に平等な条
件の下で，自発的にその責任を引き受ける場合には，比較的問題は少ない。しかし，それが権力を
持つ者による，持たざるものへの一方的な要求，すなわち持たざるものへの自己決定の強制といっ
た形で表れる場合，それは権力関係上の強者による弱者への責任の押し付け，あるいは義務の放棄
10女性の自己決定権の主張が生じた背景や，女性の自己決定権に含まれる事柄の内容，現在の「女性の自己決
　定権」の主張が抱える様々な問題点や課題等について，体系的に考察したものとしては，江原由美子『自己
　決定権とジェソダー』岩波書店，2002年，参照。
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となる場合が多い。そのような例は，近年の労働市場の規制緩和による雇用形態の変化や，それに
よって生じた非正規社員の増大と企業の派遣切りの増加，ネットカフェ難民と呼ばれる若年失業者
層の増加といった状況の中に顕著にみられる。そこでは，国家や企業の責任が問われるよりもむし
ろ，労働市場における被雇用者側，特に非正規社員の自己決定に基づく自己責任の原則が強調され
る。そして，そこにみられる窮状は，「自立した個人」の「多様な選択」の結果であり，「自己責任」
であるとして放置され，長時間労働と過酷な競争が強いられることとなる12。また，介護保険に代
表されるような，社会福祉領域での「保護・措置から契約に基づく当事老の選択へ」といった理念
の下で推し進められる近年の政策転換においては，社会福祉サービスの受け手の「自己決定の尊重」
が強調される一方で，社会保障領域における国家財政の引き締めも同時に押し進められ，利用者
が，やむを得ない状況の中で，少ない選択肢の中からしぶしぶの選択を迫られる13，という状況が
生じている。
　さらに，このような「強い個人」を前提とする自己決定のあり様は，ここで問題にしている「自
己決定の能力に欠ける，あるいは不十分」とされる人々を，自己決定ができない者としてその主体
から排除し，一方的な他者決定の押し付けを伴う「保護」を要求し，また，それを正当化する根拠
ともなりやすい。そのような自己決定の可能性を否定された人々は，結果として，国家や社会，あ
るいは日常生活における重要な意思決定の場や機会から排除され，直接・間接に自らの人生に深く
関わる重要な決定事項を他人の手に委ねざるをえず，もっぱらそれらの決定に従う客体としてのみ
捉えられることになる。その顕著な例が，精神医療政策にみられる精神障害者の措置入院制度14
や，入院中の身体拘束規定の存在，あるいは社会的入院を余儀なくされている多くの日本の高齢者
11かつて，ナチスドイッによるホロコーストを経験した国際社会は，第二次大戦後，それらの事実に対する反
　省として，「人間の尊厳」概念を，主に国連を中心とした国際社会における条約や各国の憲法の中に積極的
　に取り入れ，深刻な人権侵害に対抗しようとしてきた。日本国憲法もその例外ではなく，「個人の尊厳」を
　謳った憲法の条文は，従来「人聞の尊厳」と同義語とし解釈され，日本の憲法学においては，それが定説と
　されてきた。しかし，近年の生命倫理の領域における，種としての人間の生命と個人あるいは人類全体の自
　己決定権の間の対立は，「生命の尊厳」「個人の尊厳」および「人間の尊厳」といった，それぞれの概念の明
　確化を迫り，それらの尊厳が何を意味し，その根拠はどこから導かれるのか，といった問題が議論されるよ
　うになっている。その中では，「生命の尊厳」や「個人の尊厳」ではなく，「人間の尊厳」がより重視され，
　根拠の探究よりは，むしろ人間の自己決定権を限界づけるための拠り所として，概念の精緻化が図られてい
　る。（「人間の尊厳」概念を，このような問題意識から検討しているものとしては，ホセ・ヨソパルト・辻村
　みよ子「人間の尊厳と自己決定権［人権論の焦点コ」『法律時報』69巻9号，日本評論社，1997年8月，44
　～53頁，金澤文雄「生命の尊重と自己決定権」（三島淑臣・稲垣良典ほか編『人間の尊厳と現代法理論』成
　文堂，2000年所収）91～109頁，中村弘爾「『人間の尊厳』と『個人の尊厳』についての一考察」『法學論集』
　第41号，大阪経済法科大学法学会，1998年9月，127～151頁，等参照。）
12笹沼弘志「人権の臨界一幸福を追求する権利」『法学セミナー』651巻，日本評論社，2007年6月，72頁。
ユ3前掲『自己決定の倫理と「私一たち」の自由』44～46頁。
ユ4日本の精神医療政策の歴史や現状，問題点等の詳細については，拙稿「『公共の福祉』と人権侵害一医療に
　おける戦後の隔離政策をめぐる問題」『政治学研究論集』第31号，明治大学大学院，2010年2月，50～62頁，
　参照。
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の姿，等にみられるものである。
　他方，このようなあり方に異議を唱え，年長の子どもや軽度の知的障害者といった，ある程度自
己決定能力が備わっていると考えられる者を自己決定の主体とみなし，その能力を認めるべきであ
る，とする立場がある。例えば，子どもを自己決定のできる小さな大人として認め，親をはじめと
する大人の干渉を極力排除し，その自主性を広く尊重するべきである，とする考え方である15。し
かし，そのような考え方は，時に結果に対する能力以上の責任を当人に要求し，その成長過程にお
ける未熟さゆえに必要とされる様々な大人による援助や支援の必要性を軽視し，極端な場合には，
本来周囲の大人や社会が果たすべき責任をも放棄する単なる放任正当化の根拠になりかねない。そ
の顕著な例が，子どもの育児放棄といった児童虐待や，犯罪行為に手を染めた未成年老に対してよ
り厳しい責任を問う厳罰化の流れ，あるいは，それに伴う，年長少年に対して成人と同様の刑事処
遇を求める状況等にみられる。
　以上のように，「強い個人」という人間像を前提とする自己決定のあり方は，複雑な社会状況や
実際の人間の多様性といった現実に直面して，今日様々な問題を抱えるに至っている。そこで，以
下では，実際の社会状況や人間の多様性をも考慮した上での「弱い個人」による自己決定のあり方
について，その限界や問題点も含めて検討していきたい。
3．「弱い個人」の自己決定とその限界
　これまでみてきたように，事実としての自己決定，あるいは理念としての自己決定権に関する議
論や主張の歴史的経緯を踏まえれば，「強い個人」の自己決定に一定の意義を見出すことはできる。
しかし，実際の自己決定の様々なあり様や，個人の置かれた複雑な社会状況を考慮すると，「強い
個人」を前提とした自己決定には限界や問題点も存在する。そこで，以下では，それらの問題を踏
まえた「弱い個人」の自己決定のあり方について検討する。その上で，「弱い個人」の自己決定の
限界や，仮に能力が欠けるとされる人々にそのような自己決定を認めた場合に生じうる問題点につ
いても分析する。
3－1．「弱い個人」による自己決定のあり方
　「強い個人」の自己決定においては，その主体として「自立して自律した人間像」が想定される
と同時に，他方では，自己決定ができ，その結果に責任を負える者ならば，その自己決定の範囲
は，他人の自由を侵害しない限りにおいて自由である，あるいは，たとえそれが他者からは愚かな
行為に見えたとしても本人の勝手である，とする自己決定の理解がある。一方，そのような自己決
定を批判的に捉え，自己決定の主体として「弱い個人」を想定する立場からは，しばしば「実際の
ユ5子どもの自己決定尊重の重要性のみならず，そのことが結果的に引き起こす問題等についても，現実の様々
　な場面を想定して議論するものに，鮎川潤・内田伸子ほか「子どもの権利擁護と自己決定をめぐって」『法
　律時報』75巻9号，日本評論社，2003年8月，4～23頁，がある。
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人間は，必ずしもそのような合理的・理性的な存在とは言えず，むしろ他者に依存せずには生きら
れない存在である」，あるいは，「何でも自由に自己決定できるといっても，所詮自分で決められる
ことは身の回りのほんの僅かな事柄に過ぎず，実際は様々な制約の下に置かれた不自由な存在であ
る」，といった指摘がなされる。
　例えば，「強い個人」の自己決定において，「胎児の生命権」との対立が顕著となる女性の「中絶
の権利」や，不妊治療，あるいは出生前診断といった事柄に対してその選択がせまられる女性の
「自己決定権」をめぐっては，それらの問題を，様々な人権上の対立として，あるいは，女性の自
己決定権をどこまで認めるか，といった問題として捉えるのではなく，それらの権利を主張する女
性の置かれた困難な状況や，様々な社会的制約を考慮すべきである，との指摘がなされる16。女性
の自己決定権の主張は，自分で何でも決めてよい自由を主張するものではなく，自分の身体さえ自
由にならない現実の中での，やむにやまれぬ状況に対する抗議や抵抗である，とする理解である。
そして，そこでは，女性の中絶を禁止する法律の存在や，非合法なヤミの中絶により命の危険にさ
らされる女性の存在，あるいは，中絶せざるをえない経済的・社会的状況，といった問題が指摘さ
れる。また，従来，女性の自己決定権の範囲とされている「中絶の権利」や，不妊治療等に関わる
「自己決定権」といった主張の背景にも，様々な問題が存在していることが指摘される。具体的に
は，伝統的な家父長制に基づき女性に出産を強制する，社会に広く浸透した抑圧的な価値観や，女
性自らが主体的に避妊を選択できないような夫婦関係における男女間の権力格差，妊娠や出産，子
育てといった事柄すべてが女性が担うべき重要な仕事として位置づけられ，国家や社会，男性の責
任が放棄されている現状，といった問題への指摘である17。
　これらの指摘を踏まえれば，女性の「自己決定権」そのものを問題にするだけでは何の解決にも
ならないこと18，女性の自己決定も胎児の生命も尊重するためには，女性の自己決定権が主張され
る背景に目を向け，そこで問題となっている国家の政策や，経済的・社会的問題，権力格差を背景
とした男女間の関係といった問題を解決するために取り組むことこそが重要であること，等が指摘
できる。同時に，このような「弱い個人」による自己決定権の主張は，国家や社会，あるいは権力
関係上優位にある他者からの支配や干渉に抵抗して，自らの置かれた抑圧的状況や不正に対して声
を上げるための権利の主張として捉えることもできる。その意味では，「弱い個人」の自己決定権
16これらの指摘の代表的なものとしては，江原由美子「『女性の自己決定権』再考一生殖技術との関連で一」
　r法社会学一法と倫理』（日本法社会学会編）第56巻，有斐閣，2006年，150～165頁，がある。
17近代市民社会における性関係に根ざした男女間の権力格差を問題とし，性に関わる女性の置かれた困難な状
　況を指摘するものに，若尾典子「自己決定と女性」『法の科学』（民主主義科学者協会法律部会編）第28号，
　日本評論社，1997年7月，106～114頁，がある。
18山根純佳は，女性にとって，中絶の決定は「共生関係」にある一つの生命を終わらせることであるため，女
　性の「自己決定権」か，胎児の「生命の権利」か，といった権利の概念で論じることには限界がある，と指
　摘する。（山根純佳「リベラリズムの臨界一中絶の自己決定権をめぐって」『思想』No．947，岩波書店，
　2003年3月，21～40頁。）
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は，rr権利のための闘争』を担おうとする弱者」，「強者であろうとする弱者」の権利19，というこ
ともできる。知的障害者や重度障害者の自立生活運動における当事老の自己決定重視の主張20も，
このような自己決定として促えることができる。
　一方，このような「弱い個人」による自己決定権の主張に対しては，それが他者排除の理念であ
り，権力に対する抵抗といったタテの関係における権力者の排除だけでなく，社会における人と人
のつながりといったヨコの関係においても，他者を排除するものとなっている，との批判がなされ
る21。また，自己決定を，実際の個々具体的な場面において捉えようとする立場からは，自己決定
権の名の下に，しばしば現実の自己決定が歪められる問題が指摘され，自己決定ができないことよ
りもむしろ，他者，あるいは社会的な圧力によって，自己決定を強制されることの方が問題であ
る，との考えが示されている22。さらに，自己決定という言葉は，すでに社会的に選択された結果
を個人による自己決定の結果と認識させ，社会の問題やその責任を曖昧にする，との指摘もなされ
る23。
　そこで，以下では，「弱い個人」の自己決定の持つ限界や，仮に能力が欠けるとされる人々にそ
のような自己決定を認めた場合の問題点等について検討する。
3－2．「弱い個人」による自己決定の問題点と限界
　自己決定を「弱い個人」の「自己決定権」としてではなく，実際の個々具体的な場面におけるあ
り様から捉えようとする立場からは，「実際に自己決定権の名の下に行われる自己決定が，様々な
矛盾や問題を生じさせている」，との指摘がしばしばなされる。
　例えば，前述した女性の「自己決定権」の内容に含まれる，出生前診断を受けるか受けないかの
決定においては，その選択だけに止まらず，診断を受けた後の中絶をするかしないかの選択，ある
いは，出産を選択した後，障害児をどのように育てるのかという問題に関わる選択等，妊娠・出産
・子育てに関する困難な選択を，個人としての女性が強いられる，という問題が生じる。同時に，
そこには，女性が苦渋の選択を強制されるという問題だけでなく，胎児や生まれてきた子どもの人
生に関わる自己決定を，他者としての母親が奪ってしまってよいのかという問題24や，出生前診断
を受けた結果としての胎児の選択的中絶が，子どもの質を選別することにならないのかという問
題25，あるいは，健康な子どもを産むことが望ましいとされる社会の価値観の中で，あえて障害児
19樋口陽一『国法学・人権原論［補訂］』有斐閣，2007年，68～69頁。
20中西正司・上野千鶴子『当事者主権』岩波書店，2003年。
21小松美彦「自己決定権から共鳴へ」r現代思想』第26巻8号，青土社，1998年7月，76～79頁。
22現実の自己決定において生じる様々な自己決定の強制の問題を扱ったものとしては，前掲『「不自由論」一
　「何でも自己決定」の限界』参照。
23立岩真也「空虚な～堅い～緩い・自己決定」（前掲『現代思想』）68頁
24同上，65～68頁。
25前掲「『女性の自己決定権』再考一生殖技術との関連で　」156～158頁。
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を産むことの困難性26，といった様々な問題も存在する。さらに，このような健康な子どもを産む
ことに価値を置く社会においては，出生前診断による選択的中絶によって，必然的に障害児を産ま
ない選択をする個人が増え，その結果，優生思想を広く支持する社会が形成され，国家による優生
政策の強制と同様の状況が生じてしまう，といった指摘もなされる27。しかし，このような出生前
診断に関わる決定は，そもそも個人が決めてよい，あるいは決めるべき，といった問題ではなく，
社会全体がどのような社会を選択するのかという問題に深く関わる問題であり，自己責任に委ねる
こと自体がすでに社会的な決定の結果であると同時に，個人に選択を委ねる際にも，出生前診断を
受けない者，あるいは診断の結果，出産を選択する者を圧迫する方向にも働くものである，とも指
摘される28。そして，このような状況を前にして，自己決定という言葉は，社会の決定やその責任
を曖昧なものにしてしまう，として批判されるのである。
　同様の例は，患者や家族の自己決定を基礎におく「臓器移植法」の問題に関しても指摘される。
そこでは，日常生活の中で不断に行われる事実としての自己決定が，他者との関係においてはじめ
てなされるものである，という点が強調され，脳死を含めた人の死も，本来，死んだ人間と死なれ
た人間との関係においてはじめて成立するものであると考えられている。一方，実際の臓器移植を
めぐる現状においては，個人や家族の自己決定権の尊重という美名の下に，死が個人の中に閉じ込
められ，殺人が正当化されている，との批判がなされる29。さらには，自己決定権の主張は，あら
ゆる自己決定が，実際の場面においては他者との関係を抜きにしては成り立たないという事実を忘
れ，抑圧的な権力だけでなく，社会における人と人とのつながりをも分断する他者排除の理念とな
っている30，とも指摘される。
　一方，「弱い個人」の自己決定を，「強者であろうとする弱者の権利」として捉えることに対して
も，批判の目が向けられている。自己決定権を，「現実においては他者に支配され，依存させられ
ている『弱い個人』が，国家や社会，あるいは権力関係上優位にある他者からの支配や干渉に抵抗
して，自らの置かれた抑圧的状況や不正に対して，声を上げるための権利」と捉えた場合，そこに
は必然的に「弱い個人」が「強い個人」になるべく努力することが要求されている，という指摘で
ある31。すなわち，「強い個人」を前提とする人権論においては，人権を自律的主体，すなわち自
己決定できる主体のものとすることを特徴としているため，「弱い個人」の前提に立つ人権論では，
理念上の「人類の平等」が強調され，現実に他律的支配と他者への依存を強いられている人々が
「自由・平等」を「回復」するために，自律能力を身につけた理性的人間としての自律的主体へと，
26玉井真理子「出生前診断と自己決定」（前掲『現代思想』）106～116頁。
27前掲「空虚な～堅い～緩い・自己決定」67～68頁。
28同上，67～68頁。
29前掲「自己決定権から共鳴へ」76～79頁。
30同上，77頁。
31笹沼弘志「人権の臨界一権力への抵抗と法の支配」r法学セミナー』631号，日本評論社，2007年7月，73
　～76頁。
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一歩でも近づくことが要求されることになるのである32。しかし，このような抵抗への義務の要求
を伴う「弱い個人」の自己決定権の主張は，すべての「弱い個人」が，自律的主体，すなわち自己
決定できる主体となることを要求するため，結果的として，苦痛を感じる能力はあったとしても，
それを取り除くための行動を伴う実行力や，勇気，決断といったものを持てない者，あるいは，我
慢を強いられ，いつしか苦痛さえ感じられなくなってしまっている者に対して，自己決定権を積極
的に認める方向には向かいにくい。このため，抵抗できず，現状に甘んじざるを得ない者，自己決
定権を主張できない者に対しては，なぜ抵抗しないのか，本当は現状に満足しているのではない
か，といった強者の論理が押し付けられやすく，しばしばそのような者の責任を問い，その窮状を
放置する結果を生みだしかねない33。
　さらに，これら「弱い個人」の自己決定権の理念は，「強い個人」の自己決定権のあり方にみら
れるような共通の問題を抱えている。それは，「自己決定する主体，あるいは自己決定権を享受す
る主体は，当然，自己決定できるだけの十分な能力と，その決定に対する十分な責任能力を有して
いる」とする暗黙の了解を有していることである。その結果，一般的に自己決定能力に欠けるとみ
なされる者は，そもそも自律的主体となることが期待できないとして，自己決定をする主体，ある
いは自己決定権を享受する主体から排除されてしまう。その結果，それらの老は，他者決定による
「保護」が必要な存在とみなされ，自己決定の可能性が一方的に奪われると同時に，自律的主体，
すなわち自己決定能力があるとみなされる主体による，自己決定能力に欠けるとされる主体の支配
が正当化されることとなる。
　以上のように，「弱い個人」の自己決定のあり方は，従来，政治的・経済的・社会的な要因によ
る様々な制約から，自律的主体・自己決定できる主体としては認められてこなかった黒人や女性，
マイノリティといった集団に属する人々に対して，自らが自己決定主体となるための力を付与し，
権利を要求する上での理念や根拠を提供し続けてきた。しかし，他方では，権力による強制という
他者決定を排除することを目指す自己決定の主張が，同時に他者との関係の中ではじめて成立する
現実の自己決定のあり様を歪め，支配一被支配の関係では捉えきれない，社会における人と人との
ヨコのつながりをも否定する結果につながる，という可能性も存在する。また，「強い個人」の自
己決定と同様に，一般的に自己決定能力に欠けるとみなされている人々を，自己決定主体から必然
的に排除してしまう，という問題も残っている。
　そこで，以下では，これまでにみてきた「強い個人」の自己決定や，「弱い個人」の自己決定
の限界や問題点を踏まえた上で，しばしば「自己決定能力がない，あるいはその能力が不十分で
ある」とみなされてきた人々の自己決定能力，あるいは，自己決定のあり方について考えていきた
い。
32笹沼弘志「権力と人権　人権批判または人権の普遍性の証明の試みについて一」（憲法理論研究会編『人権
　理論の新展開』敬文堂，1994年所収），36頁。
33前掲「人権の臨界一権力への抵抗と法の支配」73～76頁。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－159　一
4．　自己決定能力と能力に応じた主体の可能性
　これまで見てきたように，「強い個人」，あるいは「弱い個人」の自己決定では，その主体に十分
な自己決定能力があることが暗黙の前提とされ，十分な自己決定能力がないとみなされた者は，自
己決定の主体としては認められず，自己に関わる様々な決定から排除されてきた。しかし，ここで
問題とされる自己決定能力とは，そもそもどのような能力であり，誰が，どのような基準により判
断するのであろうか。そもそも，自己決定能力とは，他者が客観的に判断することは可能なのだろ
うか。そこで以下では，自己決定能力の内容や，自己決定能力の有無を他者が客観的に判断する，
ということの問題性について検討し，自己決定能力に欠けるとみなされている者の自己決定の可能
性やそのあり方，について考察する。
4－1．　自己決定能力の内容と能力判断の問題性
　一般的に，自己決定主体として想定されているのは，自律的主体，あるいは理性的主体であり，
自律し，理性的であること，あるいは合理的であることが要求される。しかし，この自律や理性，
合理性，といった言葉は，実際どのような能力を指すのであろうか。
　人間の自己決定にかかわる能力を，成熟という概念から理解しようとする立場においては，自己
決定とは，未熟な存在としての人間が成熟した結果として，自分の考えに従って意図的に行為でき
る能力，自分が選択した行為を実行できる能力と捉えており，自然的存在としての成熟ではなく，
人間としての成熟を目指すためには，弱さを認める，規範性を意識する，すなわち合理性の要求に
答えようとすることが必要であるとされる34。そして，ここでの自分が選択した行為とは，①強制
されたものではなく，自分でしたものであり（自己責任），②何をするか知っていて，意図的にし
たものであって（意図的），③他の誰でもなく，自分で決めた行為であり（自己決定），④かつ，弱
さ（意志の弱さ，無抑制）に基づく行為ではない，という条件を満たすものであると考えられてい
る35。そこから，合理性の能力を実現することとは，目的の実現を目指して，自分の考えに従って
意図的に行為するということ，その全体に関わる能力を実現するということを意味し，目的の設計
を含む計画性に関わる能力全般，あるいは組織の運営能力を含む計画を実行するための実践的諸能
力といったものをも包含する，との理解がなされる。また，合理性の能力には，①基礎的・普遍的
能力としての合理性と，②規範的・可変的能力としての合理性があり，一般的に平均的な大人が等
しく持っているとされる合理性とは，①の意味での，出発点となる能力であり，そこから一人ひと
りがそれぞれの仕方で，各人の合理性の能力を実現していくことになる36。このような合理性の能
34岡部勉「不合理・愚かさ・弱さ：自己決定論再考」（高橋隆雄・八幡英幸編『自己決定論のゆくえ　哲学・
　法学・医学の現場から一』九州大学出版会，2008年所収），3～21頁。
35同上，4～5頁。
36同上，7～8頁。
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力，すなわち目的の実現を目指して，自分の考えに従って意図的に行為する能力は，これまで論じ
てきた「強い個人」における自己決定能力と同様のものであると考えられる。これらの能力は，長
期間の学習を経て，かろうじて備わる人には備わる，といったような能力を指し，そこには完全な
自発性が要求される，と考えられている。ただし，行為の自発的・意図的な選択には阻害要因があ
り，①自分が選択しようとしているのとは別の何かをするようにし向けるものが目の前にある，②
その別のことをしないよりはすることの方がむしろ自然である，③その別のことをする習慣がある，
④周囲の誰もがそれをしている，⑤何らか権威ある人（親とか医師）がそうすることを勧める，と
いったような場合には，自らの判断に従っているとはいえず，本来の意味での自己決定ではない，
とされる37。その結果，行為の自己決定と選択は，①そもそも，行為であるかどうかが問題となる
次元（行為の成立要素が問題となる次元），②為された行為が選択された行為であるかどうかが問
題となる次元（意志の弱さないし無抑制が問題となる次元），③選択された行為の優劣が問題とな
る次元（可変的・規範的な意味での合理性，すなわち理不尽・愚かさ等が問題となる次元）の三つ
の階層に区別でき，これらは人間の成熟段階に対応するものであると捉えられている38。
　以上のような自己決定能力の理解は，「自立して自律した人間」の自己決定能力，すなわち「強
い個人」の自己決定能力を想定した典型的な理解の仕方であると考えられ，自己決定の能力に厳し
い条件を付けるものである。現代にも引き継がれている近代国家の政治制度や法制度は，人間の自
己決定能力に対するこのような理解を前提として形成されてきたと考えられる。その結果，このよ
うな国家の政治や法に係わる者は，当然高度な自己決定能力を有する自律した人間でなければなら
ない，と考えられてきたのではないだろうか。しかし，これまで見てきたように，このような制度
を担い，またそれに従って生きる実際の人間はしばしば「弱い個人」であるため，「強い個人」を
前提としたこれらの制度を現実の人間に当てはめた場合，そこにはしばしば矛盾が生じる。そし
て，その矛盾が最も先鋭的な形で現れる例が，様々な犯罪を規定し，それに対応する刑罰を定めた
近代刑法の制度であると考えられる。
　刑法では，犯罪を「構成要件に該当し，違法かつ有責な行為」と規定しており，犯罪行為を行っ
た者の有責性を問う形となっている。このため，犯罪行為が犯罪として成立するためには，行為を
行った者に「責任能力」があることが前提とされている。そして，ここで問われる「責任能力」と
は，犯行を行った者からみれば，犯行時，主観的に今「悪いこと」をしているという認識があった
可能性を意味し，社会の側からみれば，その行為者の主観的な判断に対する道i義的な非難可能性を
意味する。すなわち，自由な意思に基づいて他の行為可能性を十分に吟味した上で，あえて悪と知
りながら犯行に踏み切った場合にのみ，有責性が認められる，ということになる。しかし，実際の
犯罪動機の背景をみてみると，そこにはしばしば，衝動的な激情や，恨み・嫉妬，劣等感による情
37同上，17～18頁。
38同上，18～19頁。
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念，性的な衝動の影響，狂信的な思い込みや思想の存在，意志の弱さゆえの短絡的な欲求充足のた
めの行動，等があることが指摘されており39，「強い個人」の前提に立った，自発的・意図的な行
為の選択としての自己決定のあり方とは非常にかけ離れていることがわかる。このため，犯罪行為
に走らざるを得なかった現実の「弱い個人」を前にして，その「責任能力」を厳密に判定した場合，
それらの自己決定は，合理性の能力の実現という厳密な意味での自己決定とはいえなくなり，行為
者のほとんどに対して刑事責任を問えない，という状況が生じてしまう。そこで，実際の刑事裁判
においては，このようなフィクションに近い「責任能力」の想定に基づいて，「弱い個人」に対す
る有責性を問い，その責任に応じて刑罰を科す，という建前がとられることとなる。
　一方，犯罪を「強い個人」の自己決定の結果として捉え，その刑事責任を問う刑法には，心神喪
失者の不処罰，および心神耗弱者の減刑を定めた，刑法39条の規定も存在する。一般的に，精神
障害老や知的障害者の刑事責任を免除，あるいは軽減するものと捉えられている規定である。しか
し，実際の刑法の運用においては，厳密な意味において刑事責任を問えない「弱い個人」に対して，
完全責任能力があると認め，刑罰という形で能力以上の責任を負わせる一方で，精神障害者や知的
障害者であると認められた者に対しては，刑法39条の規定を理由に，しばしば無条件，あるいは
一定の判定基準40に基づく「精神鑑定」を踏まえて，責任能力の有無を判断し，「責任能力なし」
と判断された者には，刑罰を科さないこととなっている41。このため，精神鑑定や責任能力の判断
をめぐっては，果たして精神的・知的な障害による犯罪行為への影響の程度を，他者が客観的に判
断することなど出来るのか，その判断は主観的・恣意的なものに過ぎないのではないか，もし，被
告人が無罪を得るためにわざと精神障害老のふりをしていたら，それを見抜けないのではないか，
そもそも本人にしかわからない動機や犯行時の精神状態を，他者が後から客観的に判断することな
どできないのではないか，といった疑問がしばしば表明され，「精神障害の有無を理由に責任能力
を客観的に判断する」ことの困難さが問題となっている42。
　しかし，そもそも「精神障害」や「知的障害」といった言葉で問題にされる能力の障害とはどの
ようなものであり，能力の異常・正常とは何を基準に判断されるものなのか，という疑問が生じ
る。そこで，しばしば「理性的な能力」の対極に位置する状態として捉えられることの多い精神障
39朴光則・山上皓「主要刑法犯一殺人・放火・強姦の心理」（松下正明総編集r臨床精神医学講座19・司法精
　神医学・精神鑑定』中山書店，1998年所収）307～311頁。
40「責任能力」の有無は，「精神の障害」を要件とする生物学的要素と，「理非善悪を弁識する能力（弁識能力）」
　「弁識に従って行動する能力（制御能力）」を要件とする心理学的要素の有無を基準として，総合的に判断さ
　れると考えられている。
41しかし，通常「責任能力なし」と判断された者が直ちに釈放されることは稀であり，刑罰を科されないかわ
　りに，治療が必要として精神科病院に強制的に入院させられ，刑事処遇ではなく，医療的処遇に委ねられる
　こととなる。
42犯罪における責任能力や，精神障害老の責任能力判断に関わる問題，あるいは責任能力判断に伴う触法精神
　障害者の処遇の問題等についての詳細は，拙稿「人権の視点からみた刑法39条の妥当性」『政治学研究論集』
　第32号，明治大学大学院，2010年9月，79～102頁，参照。
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害について考えてみたい。一般的に，精神障害とは「精神に異常がある」状態として捉えられ，物
事の正常な判断ができない状態，と理解されている。だが，通常，異常な精神を定義する上で欠か
せない正常な精神の状態について，それがどのようなものであるのかが明確に定義されることはな
い。例えば，精神障害の代表的な疾患である「統合失調症」を取り上げてみると，その医学的診断
基準には，幻覚・妄想，脱線または支離滅裂な会話，思考の貧困や意欲の欠如といった目に見える
症状のうち，2つ以上の症状が，通常6か月以上続く，といった基準が挙げられており43，通常と
は異なると考えられる症状の出現がその判断根拠となっている。しかし，そのような診断基準の背
景には，人間が本来合理的であるとする見方が存在し，マジョリティの基準から逸脱した，その意
味で「非合理」な行動が，「障害」，あるいは質的な絶対差のある異常として捉えられてしまう，と
いう問題が存在する44。また，これらの診断基準は，客観的に数値化できるものではなく，基本的
に本人の訴えから判断する部分が多いため，かりに本人が嘘をついていた場合，それを見抜くこと
は困難とされている。このため，医学的な診断における最も重要な決め手は，結局のところ「医師
の経験に基づく主観的な判断」であるともいわれる45。
　一方，人間は本来的に非合理であるという見地に立ち，「統合失調症」における能力の障害を，
いわゆる正常な心のあり方とは異質なものとして切り離して考えるのではなく，人間の精神現象の
はらむ一つのあり方に過ぎない，として捉える立場がある46。そのような立場においては，例え
ば，通常異常な精神症状の一つと捉えられている「統合失調症」の幻覚や妄想は，人々が互いに依
存しあう共同性の世界の中での安全や受容，承認の問題と深く関わる現象として理解され，幻覚や
妄想の根底にはそれらが脅かされるのではないか，という強いおびえや不安，おそれの感覚が存在
しているのではないか，といった捉え方がなされる。そして，このような不安やおそれの感覚は，
他者との共同性が不可欠なすべての人間にとって，多かれ少なかれ共有されている感覚であり，決
して異常なものではない，と捉えられるのである47。そのような見方からすれば，精神の障害と
は，一定の基準に基づいて，正常・異常を判断できるようなものではなく，あくまで連続した人間
の精神現象あり方の中での相対的な偏りや先鋭化に過ぎない，と捉えることができる。
　このような理解は，「精神遅滞」と呼ばれる「知的障害」にも共通して言えることである。一般
的に，知的障害とは「知能のおくれ」として理解され，通常知能テストによって測られる一定の
IQの数値を基準に，その能力の正常・異常が判断される。しかし，そのような知能とは，一定の
基準を境にして，質的に異なる状態が出現するというようなものではなく，あくまで人間の連続し
43高橋三郎・大野裕ほか訳『DSM－］V・精神疾患の診断・統計マニュアル』医学書院，1996年，295～296頁。
44滝川一廣r「こころ」の本質とは何か一統合失調症・自閉症・不登校のふしぎ』筑摩書房，2004年，24～25
　頁。
45風祭元『わが国の精神医療を考える』日本評論社，2001年，参照。
46このような立場は，精神の障害を，正常な状態から逸脱した異常と捉える「正統精神医学」の立場に対して，
　「力動精神医学」と呼ばれている。
47前掲『「こころ」の本質とは何か一統合失調症・自閉症・不登校のふしぎ』69～71頁。
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た知能のあり方における偏差に過ぎず，その能力は相対的なものである，と考えられている。同時
に，そもそも人間の理解（認識）とは，本質としておくれを内在させており，長い歴史の積み重ね
によって形成されてきた認識の世界に追い付くためには，後から生まれてきた者にとって，認識の
発達は必然的に「おくれ」をはらむものなのである，といった理解がなされる48。以上のような理
解を踏まえれば，人間の様々な能力は，一定の基準によって正常・異常，あるいは，ある・なしを
判断できるようなものではなく，あくまで連続したあり様の中での相対的な程度の差があるにすぎ
ない，ということがわかる。
　さらに，人間の誕生から成人に至るまでの過程を，未熟から成熟への成長過程と捉える見方にお
いても同様のことが言える。例えば，ここで問題にしている自己決定能力を考えた場合，大人と子
どもの間に質的に異なる能力格差が存在しているわけではなく，その能力はあくまで相対的なもの
であると考えられる。そして，その能力は，発達スピードにおいて，相対的な個人差はあるもの
の，成長段階を経るにつれて，徐々に高まっていくようなものであると捉えられる。ただし，生物
的な側面における能力の成長とは異なり，自発的な意志の関与が不可欠である「自己決定能力」の
ような自律的側面に関わる能力の場合，放っておいても自然に成長するという訳にはいかず，周囲
の大人や社会が，子どもに対して，その発達段階に応じた適切な自己決定の機会を与える必要があ
るとされている。そして，そのような機会が与えられて初めて，子どもは自発的に自己決定を行う
ことが出来るようになるのであり，成長過程に応じた自己決定の経験の積み重ねが，成熟した自己
決定能力の発達につながると考えられている49。反対に，親をはじめとする周囲の大人が，子ども
の自己決定を尊重せず，大人が決めたことを一方的に強制したり，あるいは逆に，大人がすべての
ことを代わりにやってしまい，子どもの自己決定の機会を奪ってしまったりした場合，その自己決
定の能力は発達が阻害されると考えられている50。このような考えに基づけば，自己決定の機会
は，本来，能力や年齢といった様々な条件によって，認めたり，認めなかったりするべきものでは
なく，すべての人々に対して認め，あるいはその機会を保障しなければならないものであると考え
られる。
　一方，しばしば指摘される，自己決定の結果に対する「自己責任」の問題についても考えてみた
い。そもそも「責任能力」とは，自己決定の機会を与えられ，自らが自己決定を行い，もしその結
果が不適切なものであったならば，それについて反省し，また次の自己決定に生かす，といったフ
ィードバックの過程を経てはじめて身につくものであると考えられる51。また，他者ではなく，自
分自身が自己決定を行った，という感覚があってはじめて，自らの選択の結果に対しても責任の意
48村瀬学『自閉症一これまでの見解に異論あり！』筑摩書房，2006年，221～229頁。
49石崎一記「自己決定はこうして育つ」『児童心理』第49巻第17号，金子書房，1995年12月，57～64頁。
50嶋田洋徳「自己決定の心理学」前掲『児童心理』，21～27頁。
51自己決定の成長的価値について指摘するものに，瀧川裕英「『自己決定』と『自己責任』の間一法哲学的考
　察」『法学セミナー』第561巻，日本評論社，2001年9月，32～35頁。
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識が生まれ，「責任能力」も高められる。しかし，そうであるとすれば，そもそも最初から自己決
定の機会自体が与えられず，時に社会からも排除されてしまう人々にとって，自らが自己決定を通
して他者や社会に自発的に関わっている，という感覚を持つことは困難であり，その結果として，
十分な責任能力を発達させることも不可能となる。これらのことを考慮すれば，責任とは他者から
一方的に押し付けられるべきものではなく，自らの自己決定の結果に対する反省を通してはじめて
自発的に生じるものであり，「責任能力」を問うのであれば，まずは「自己決定能力」を発達させ
るための適切な自己決定の機会と経験を保障することが大前提になると考えられる。すなわち，責
任能力があるから自己決定が認められるのではなく，自己決定が認められるからこそ，自己責任の
能力も育つのである。
　以上のことを踏まえれば，自己決定能力を含めて，様々な能力は正常・異常，といった質的な違
いや，あり・なしといった全か無かの違いとして捉えるべきものではなく，人間の連続的な能力の
あり様における相対的な差として捉えるべきである，ということが理解できる。同時に，自己決定
の能力の程度は，本来，診断名や年齢差といったカテゴリーによって捉えられるべきものではな
く，個々人の発達段階やその時々の状況に応じて相対的に判断するべきものであり，自己決定の機
会と経験は，可能な限り，すべての人々に与えらなければならない，ということが指摘できる。
　そこで最後に，従来「自己決定能力に欠ける」として，その自己決定の機会や範囲，経験が著し
く狭められてきた人々の自己決定のあり方や，その条件について考えてみたい。
4－2．能力に応じた自己決定のあり方とその条件
　前項で述べたように，自己決定の能力は，その程度に相対的な差はあるものの，人間として，す
べての者が等しく持っている能力であり，その能力を発達させ，自らが直面する日々の生活の中で
その都度自己決定能力を行使していくことが，各人が自らの人生，あるいは周囲の人々や社会に対
して，主体的・自発的な関わりを持って生きていく上で，不可欠の条件であると考えられる。そし
て，どのような者であっても，それぞれの発達段階や，その時々の能力に応じて，自己決定の機会
が保障され，その中で日々自己決定を積み重ねていけることが，各々の更なる自己決定能力の発達
を促すことになると考えられる。
　一方，このような自己決定に関わる能力を，自律した「強い個人」のもの，あるいは「強い個人」
になろうと努力する「弱い個人」のものとしてのみ捉え，そのような「強い個人にはなれない者」，
あるいは「強い個人になろうと努力しない者」の自己決定能力を否定し，一方的にその機会を奪う
ことは，そのような人々から自己決定主体となる可能性を奪う，すなわち権利主体としての人格を
認めないという意味で，能力格差を背景とした，相対的に能力において有利な者たちによる，不利
な者に対する人権侵害である，と捉える事ができる。しかし，「弱い個人」の自己決定のあり方に
見られたように，このような状況を「人権侵害」とみなし，その不正を訴え，他者決定に抵抗する
ために「自己決定権」の主張を持ち出すだけでは，従来，「保護」の対象とみなされ，他老決定が
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一方的に強制されてきた人々の自己決定の機会を保障することは困難である。そもそも，これらの
人々の多くは，目に見える形での他者からの直接的な支援を必要とし，他者に依存せずには生存さ
え保障されえない場合が多い。また，たとえ自己決定をしたいと望んでも，実際にその決定を実行
に移すためには，他者からの支援や協力が不可欠となる場合も多い。そうであるが故に，従来，多
くの者は保護を与える他者に対して抵抗の声をあげることもできず，しばしば，「保護」の名の下
に行われてきた一方的な他者決定の押し付けや，「管理」という名の他者からの支配に対して服従
せざるをえなかったのである。だが，仮に日常生活を送る上で他者からの支援が必要であったとし
ても，そのことを理由に，自己決定の能力や機会が否定され，一方的な他者決定が正当化されてよ
い訳ではない。そもそも自らを「強い個人」とみなし，あるいは他者からもそのようにみなされる
者であっても，実際の社会における自己決定のあり様に目を向ければ，一見自分のことのみに関わ
る事柄のようにみえて，実際には全く自分だけで自己決定が出来る事柄などほとんど存在せず，そ
の自己決定には，常に他者の存在が直接・間接に関与している，ということはすでにみてきた通り
である。
　そうであるならば，日々の生活を送る上で他者からの直接的な支援を必要とする人々に対して，
その自己決定能力を認め，自己決定の機会や経験を保障していく上では，それらの人々を実際に支
援し，あるいは，それらの人々に直接・間接に関わる，能力において相対的に優位にある者の積極
的な関与，すなわち積極的なコミットメントが不可欠である。しかし，他者に依存せざるを得ない
者が，その自己決定を行うためには，単にその自己決定を支援する者が，自らの善意に基づく思い
やりや配慮といったものを持って，その過程に関与すればよい，といったことでは不十分である。
なぜなら，パターナリズムとは，常に善意によってなされるものであり，同時に，そこには能力格
差に基づく権力格差が存在し，他者への依存が不可決な者に対する支配や人権侵害の可能性は常に
生じるからである。このため，支援を必要とする者への関わり方において，支援する側には一定の
条件が求められることになる。
　たとえば，従来考えられてきたような，「保護」に基づく他者決定の強制という，いわゆる「パ
ターナリズム」の考え方は，自己決定の尊重といった観点からは，たとえそれが善意に基づくもの
であったとしても基本的には否定されるべきものであろう。しかし，どうしても他者からの「保
護」が必要であると判断される場合に，一切のパターナリズムは否定されるべきものなのだろうか。
　このような疑問に対して，中村52は，どうしても介入が必要な場合の「よきパターナリズム」を，
従来の「悪しきパターナリズム」と区別し，その類型化を試みている。その結果，本人の意志は尊
重するものの，本人の「自由」ではなく「自律」を実現・補完するためのパターナリズムは正当化
されると主張する。しかし，ここで問題となるのは，たとえ本人の「自律」の実現を目指していた
としても，介入するか，すなわち他者決定を行うかどうかが，最終的には介入する側の判断に委ね
52中村直美「法とパターナリズム」『法と強制』（日本法哲学会編），有斐閣，1982年，37～60頁。
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られてしまう，ということである。そもそもどのようなパターナリズムであっても，そこには「本
人のために」という前提が存在しており，仮に他者からみて一見非合理とみえる言動や行動をとっ
た場合には，本人の意志が容易に否定されてしまう，という危険性が常に存在する。また，何が本
人の自律にとって大事なのか，本人の自己決定はどの程度まで許されるのか，といった問題を考え
た場合，そのような判断の主体として，本人ではなく，あくまで介入する他者が想定されているた
め，結局，本人の自己決定は，介入者が許可した範囲や事柄に限られるおそれがあり，場合によっ
ては，自己決定が恩恵として与えられるものでしかなくなってしまう，という問題も生じる。
　そこで，能力上有利な立場にある者が，場合によっては能力上不利な立場にある老の自己決定に
介入し，他者決定を行うことを許す，というようなあり方ではなく，完全な自己決定でも完全な他
者決定でもない，いわば共同決定ともいうようなあり方を模索する努力が，これまでになされてき
ている。例えば，「自分のことは自分で決める」といった自己決定を「堅い自己決定」とする一方，
様々な自己決定の背後に，他者があることによって生きている感覚があることを指摘し，他者の受
容・享受という原則に立って「緩い自己決定」のあり方を模索する，という立岩の議論53がある。
また，他者からの支援が必要な者に対する周囲の関わりにおいて主張される，最首の「内発的義
務」の観念54も，このような努力の一つであろう。さらには，子どもの権利の本質を，人間関係論
的子ども観に立った「意見表明権」として捉える福田の議論55や，「私が私のあり方を決定する」
という自己決定のあり方だけではなく，「私たちが私たちのことを決定する」という自己決定のあ
り方を模索し，「私たちが私のことを決定する」のでもなく，「私が私たちのことを決定する」ので
もない，「私一たち」（「私にして私たちであるもの」もしくは「私たちにして私であるもの」）の自
己決定の可能性を論じた小柳の議論56も，そのような努力の表れと考えられる57。
　しかし，いわば共同決定ともいえるような自己と他者との共同作業，すなわち緊密なコミュニ
ケーションや，受容的な関係に基づく情緒的なやり取り，といったものの中で生じる決定のあり方
をどのように模索するにしても，そこには，支援する側に一定の自覚が必要となると考えられる。
それは，どんなに善意であっても，あるいはどんなに相手を理解しようとしていても，相手が完全
53立岩真也『弱くある自由一自己決定・介護i・生死の技術』青土社，2000年。
54最首悟『星子がいる一言葉なく語りかける重複障害の娘との20年』世織書房，1998年，387～411頁。
55福田雅章『日本の社会文化構造と人権』明石書店，2002年，12～55頁。
56前掲『自己決定の倫理と「私一たち」の自由』。
57ここで論じている「共同決定」といった自己決定の議論とはやや異なるものの，能力上不利な者の自己決定
　を保証するための関係性のあり方，といった問題について考察したものとしては，川本による「立ち入ら
　ず，立ち去らず」（相手の自己決定の権利を尊重するという趣旨での「立ち入らず」，困難を抱えている他者
　を見捨てない義務を負っているという意味での「立ち去らず」）の主張も，ここでの議論に近いと考えられ
　る。（川本隆史「自己決定権と内発的義務一く生命圏の政治学〉の手前で　」『思想』908巻，岩波書店，
　2000年2月，15～33頁。また，実際の法律において，そのような自己決定を明確に位置づける努力が表れ
　ているものとして，カナダの各州にみられる成年後見制度の中の「支援された決定」（「独立した意思決定」
　に対する「相互依存の意思決定」の意味）がある。（木口恵美子「保護と自己決定の調和を考える一支援さ
　れた決定をとおして　」『社会学部紀要』第46巻第1号，東洋大学社会学部，2008年12月，17～31頁。）
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に自分と同じではないという意味においての他者である限り，そこには必ず自らの思い込みや誤解
といった認識のズレによる理解不一致の可能性が存在する，という自覚である。また，共同決定の
場においては，一見対等な関係のように見える場合でも，相対的に能力上有利な立場にある者と不
利な立場にあるものの間には，能力格差に基づく権力関係が厳然と存在しており，能力上有利な立
場にある者には，不利な立場にある者の自己決定を否定する危険性が常に存在する，という認識を
持つことが必要となる。そのような自覚や認識がなければ，共同決定とも呼べるような他者と共に
行う決定のあり方は，容易に支援者によるパターナリズムに転じて，他者決定による過剰な干渉を
招くか，あるいは逆に，能力以上の自己決定や自己責任を強制し，その者を突き放したりする結果
となりかねない。
　相対的に能力上有利な立場にある者が，常にそのような危険性を認識した上で，なおかつ，能力
上不利な立場にある者の自己決定の意義を認め，そのような自己決定の機会を積極的に確保できる
ように働きかける，といった強力なコミットメントがなければ，そのような自己決定は保障され
ず，その実現は困難である58。しかし，どのような状況下にあろうと，能力にどれほどの差があろ
うと，人間が自己の人生に対して主体的に関わり，生きることに対して積極的な姿勢を持つために
は，自らが他者や社会との関係の中で自己決定をしている，という感覚を持つことが不可欠であ
る59。一定の人々を，その能力の差によって自己決定の主体から，あるいは社会から排除するので
はなく，そのような人々をも社会の中で受け入れ，一人ひとりの自己決定を保障し，また，そのよ
うな自己決定を，共同決定という形で支援していくことは，真に民主的な社会のあり方であると考
えられる。そのような社会の実現を目指すことは，更なる民主主義社会の発展にとって不可欠なこ
とであり，民主主義の価値を肯定し，それを維持・発展させようとする者一人ひとりに，そのため
の努力が求められていると考えられる。
5．　おわりに
　現在の民主主義社会に生きる私たちにとって，「強い個人」による自己決定が，国家による不当
な干渉に抵抗し，近代国家の基礎，すなわち，あらゆる政治や法のシステム，あるいは社会システ
ムの基礎を形づくり，さらには，そのシステムを今日まで維持・発展させる上で重要な役割を果た
してきたことは，疑うことのできない事実である。また，当初，「経済的に裕福なキリスト教の白
人男性」，といった特権的な立場にある一部の者にしか認められていなかった自由や自己決定を，
女性や黒人，マイノリティといった人々にまで拡大しながらその平等化を押し進めてきた，「弱い
58障害者の権利の保障の具体化について同様の観点から論じ，社会の理解や積極的なコミットメントの必要性
　を強調するものに，棚瀬孝雄「共同体論と憲法解釈（下）」『ジュリスト』1227巻，有斐閣，2002年7月，
　138～150頁，がある。
59人生におけるこのような自己決定の意義を強調するものとして，ブルーノー・ベテルハイム（丸山修吉訳）
　『鍛えられた心一強制収容所における心理と行動』法政大学出版局，1975年，参照。
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個人」による自己決定，あるいは自己決定権の主張は，現在でもなお権力による抑圧や不当な干渉
にさらされ続けている人々の抵抗のための武器，あるいは，自らが声をあげその窮状に他者の目を
向けさせるための手段として，今後も重要な役割を担い続けるであろう。
　一方，ここで問題にしてきたような，従来「自己決定の能力がなく，他者が決めてあげないと何
もできない存在」とみなされてきた人々の自己決定は，「強い個人」や「弱い個人」といった人間
像を想定し，そのような個人になることを目指す，というあり方を追求するだけでは不十分であ
り，場合によっては，そのような努力が出来ない者を責め，一方的に排除することにもつながりか
ねない。
　人間が道徳的善や自律的な生き方を良き目標と定めて目指すこと自体，全く否定されるべきこと
ではなく，自らの人生や社会全体のあるべき理想を求めて，一人ひとりが努力することには，何の
問題もないどころか，むしろ望ましいことであるともいえる。しかし，それを目指すことに絶対的
な価値が置かれるあまり，時にそのような生き方をしない者，したくても能力ゆえに出来ない者，
あるいは，他者からみたら出来ないように見える者に対して非難の目を向け，そのような者には自
己決定の能力がないとして，本人の自己決定の可能性だけでなく，他者との関わりや社会への参加
の機会さえ奪ってしまうとしたら，それは大きな問題である。
　私たちは，一般的に，冷静で理性的・合理的な主張，声の大きな主張に対しては一定の配慮を払
い，その主張に耳を傾けやすい。しかし，感情的な主張，一見非合理で理解できない主張や抗議に
対しては，聞くに値しないとして聞く耳を持たず，無視する傾向にあるのではないだろうか。ま
た，外見からはうかがい知ることの出来ない意志や，抵抗の示されない態度に対しては，意思がな
い，あるいは現状に満足していると捉えて，関心さえ払わないかもしれない。けれども，そこには
他者からはうかがい知れない意志が存在しているかもしれないし，主張された内容そのものではな
く，そのような声が上げられた背景に，何らかの問題や困難があるのかもしれない。一見非合理と
もとれる声，声なき声を聞くためには，相対的に能力上有利な立場にあるものすべてが，不利な立
場にある者の声に真摯に耳を傾け，その置かれた状況に思いを馳せることが必要となる60。能力上
不利な立場にある者の自己決定の可能性と意義を認め，その保障に向けて積極的にコミットしてい
くことは，民主主義の価値を肯定する者，能力的に有利な立場にある者の義務であり，責任である
とも考えられる。
60笹沼弘志「人権の臨界　『人間の尊厳』と憲法学の課題」『法学セミナー』629巻，日本評論社，2007年5月，
　75～78頁。
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